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議 事 録 
案件名：カンボジア国国家 ICT 開発庁における ICT 管理能力向上プロジェクト 

訪問相手先 NiDA（国家 ICT 開発庁） 
出席者 NiDA: Mr. Chankrisna KITH, Deputy Director, ICT Policy 

JICA: 三宅所員 団員：中村 
日時 2007 年 9 月 24 日（月）15:00～16:30（祝日であったが面談を快諾。） 

場所 NiDA、Mr. Krisna 会議室 (以降、氏の要望で Chankrisna を Krisna とした。) 
訪問目的：NiDA プロジェクトの実施事項説明と NiDA 内の調整依頼 

議事： 
プロジェクトの日本における状況説明を行い、Mr. Krisna の見解を聞いた。 
Mr. Krisna の見解は概略次であった。 
・ 以降は個人的な感触で自分のみの見解である。事務局長 Dr. Leewood を含めて明日正式

に話すことになる。 
・ 電子政府は韓国が進めているので割愛すべきかもしれない。 
・ IT ポリシーは、当初政策設定を省レベルで考えていたが、格上げしようとなったため、

国会承認が必要になり、承認待ちの段階にある。これの策定は UNDP の援助で国際コン

サルタントが行った。従って今回のテーマには入ってこないだろう。次フェーズはアク

ションプランだろう。 
・ ITEE は CICC 他が説明に来たが、まだ時間がかかるかもしれない。 
・ NiDA メンバーの HRD は、そのほかのテーマと平行し進められるものなので、纏める

形で他の項目に組み入れ、独立の項目からは外してもよいのかもしれない。 
・ これらのことより結果的に情報セキュリティが主になるかもしれない。 
 
以上、事前の下打ち合わせなので、議事の詳細には立ち入らなかった。明後日以降の本番

（Dr. Leewood との会談）を確約して別れた。 
 
決定事項： 
下記の資料の提供や説明を行った。 

・ 使用する PDM デシジョンシート説明 
・ パワーポイントデータ説明 
・ DAC5 項目評価基準の趣旨説明 
・ 9 月 28 日予定のワークショップは予定通り実施することを伝えた。 
・ ワークショップ実施の場所として、プロジェクターの使用が必須で、机上 PC が望まし

く、ポストイットの貼れる場所があることが望まれるとした。これに対して、場所は

GAIS トレーニングセンターがベターで、プロジェクターは利用可能との回答であった。

・ 各部門リーダーの参加が必要である。Dr. Leewood の参加は非常に望ましい旨も伝えた。

・ ワークショップに用いる資料のみならず、関連ドキュメント書類についても事前説明を

行い、複写して配布し、更に NiDA 内部のワークショップ参加者に通読して貰うことを

依頼した。                               以上 
（記：中村） 
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訪問相手先 IT Committee of EIC（技術者協会 IT 委員会）/IT センター 
出席者 IT Committee of EIC & IT Center： 

Ir. Phal Des、Chief of IT Committee of EIC  
Prof. Ir. PRAK Min、President、RUPP（王立プノンペン大学） 

団員：中村 
日時 2007 年 9 月 25 日（火）9:30～12:30 

場所 IT Committee のオフイス 及び プノンペンホテル 
訪問目的：NiDA プロジェクトに対する大学側ニーズのヒアリング 
議事： 

・ 活動状況：IT 市場は拡大しているが、求職者数に見合うだけの仕事がないのが現状。IT
教育の内容と企業の求めるものに若干の乖離がある。 

・ RUPP の組織の一部として IT センターが誕生した。ここは大学卒に 1 年間ぐらいのハイ

レベルな IT 技術を教える所で、設立後 2 ケ月の生まれたばかりの組織だ。コースを終

了すると、内部でフィールドスタディをやらせ、これも終わると企業に出す、といった

流れを採用している。講師はベルギーやドイツなどから招聘している。 
・ 他に ICT コミュニテイという組織がある。Professional Engineer を育てており、修士を卒

業した後入会するが、その入会には口頭試験がある。会員は現在 100 名。 
 
NiDA へのコメントと要望は以下の通りである。 

1. NiDA はもっと力強くなるべきだ。技術的とモラルの両方で。 
2. NiDA 職員は、（実は 70％が RUPP 卒だが）、面倒見が悪いとの評判だ。他の省庁に

派遣された職員も当該省庁へ出しっぱなしでその後の面倒をみない。設置したサー

バーについても、保守が十分ではなくほったらかしである。 
3. NiDA はもっとポリシーを明確にすべき。 
4. NiDA はアイデアがあってもデザインしない。（ソフト開発） 
5. NiDA 所員の教育には、当団体が最適である。（ともするとシスコやマイクロソフト

などの資格を取りにゆくが、もっと基本的なものを身につけるべき。） 
その他 
・ 豊橋技術科学大学や早稲田大学などからも講師を招聘しており、JICA の専門家も当団体

で教えたらよい。ネットワークやセキュリティの教育も可能である。 
・ CICC は既に当団体のカウンターパートである。過去に、CICC から 2003 年にマルチメ

ディアをテーマに英語で１ケ月の専門家派遣があった。生徒は 20 人。また IPEJ（日本

技術士協会）からも日本語の PM 研修やソフトエンジニアリングの研修（25 人、通訳付）

で派遣があった。 
本プロジェクトへの要望： 
IT センターでは、NiDA の研修や民間の研修を含め、RUPP の施設を使った研修が可能であ

る。是非 JICA の企画も行いたい。 

入手資料：・Information Technology Center, by Mr. Phal Des, Director  
・For Establishment of ICT Center (Draft), RUPP 

以上

（記：中村） 
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訪問相手先 UNDP/UNV 
出席者 UNDP/UNV: Mr. Mark Lawler, Program Coordinator 

団員：中村 
日時 2007 年 9 月 25 日（火）14:00～14:30 
場所 UNDP/UNV オフイス 
訪問目的：NIDA プロジェクトに関連する活動、要望の調査 
議事： 
・ Lawler 氏は、着任してまだ 2 週間であり、過去の経緯についてはあまり情報を持ち合わ

せていないとのこと。今回の訪問を受けるにあたり調べたところ APDIP（アジア太平洋

開発情報プログラム）で NiDA 所轄の ICT Policy を作成した実績がある。現在の UN の

ICT に関する活動状況は、むしろ UNESCO などに聞いたほうが良いかもしれない。個

人的には専門は教育関連の評価を担当しており、ICT はその一環で無縁ではないと考え

ている。 
 
教育担当ということからカンボジアの教育レベルにつき以下の見解を示した。 
・ 大学や専門学校では、ICT 関連のコースはあるが、レベルが低く、資格を乱発している

感がある。そのため、企業においてはそれらの資格は採用の基準となっていない。 
・ 一方以下 2 つの機関における教育レベルは高く是非参考にしてほしい。 

1. 仏支援の CIST（Center for Information Systems Training）は大変良いレベルの教育を

しており、高レベルの開発者が年 100 人から 120 人卒業している。非営利であり

授業料も無料である。Mr.Hakara TEL：（023-995-500）に当たると詳しく分かると

思う。 
2. Open Institute グループの Open School（092-578-297）を率いているのは、Dr. John Tim 

Denny (過去 UNDP で 10 年活躍し、UNESCO にも在籍していた。台湾や日本に滞

在した経験を持つ)で、彼の名刺には「Co-founder Open Schools Program ICT and 
Education Specialist」と書いてあり、ICT 教育の専門家である。 

 
以上

（記：中村） 
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訪問相手先 NiDA 
出席者 NiDA： Mr.Vat CHUN, Deputy Secretary General, Enterprises 

Mr.Chankrisna KITH , Deputy Director, ICT Policy 
JICA： 三宅所員 団員：中村 

日時 2007 年 9 月 26 日（水）9:00～10:15 
場所 NiDA 会議室 
訪問目的： Enterprise（企業育成）部門：現状についてリーダーにヒアリングした。 

・ 規模： 12 人（新人含まず） 
・ 担当業務： 企業・民間セクター関連の ICT 開発を担当 
・ 当部門のミッションは主に次である。 

1. SME(Small Medium Enterprise)の ICT 利用による生産性向上活動 
2. ICT 産業（ソフト・SE が中心）の育成 

・ 実際には、上記第 1 項に関連した実態調査（SME の現状調査であり添付 8 参照）をカ

ナダの IDRC（International Development Research Center）の支援で終了したところである。

本調査は、 最近の当部門の１つの成果であり、評価できると考える。 
・ カンボジアの SME は 100,000 社ぐらいあり、今回の調査ではその内の 1,000 社（IT 関連

のみならず全業種）から回答があった。 
・ IT 産業は、20 社程度が商務省に登録しているが、登録していない業者も多く実態は不

明である。（税金等の問題が関係しているのではないかとのことである。） 
・ カンボジアで IT 産業が活発でない理由として、IT エンジニアのレベルが低く、IT 企業

は雇いたくても雇えない状況にあることが挙げられる。（外国から派遣されてきている

場合もある） 
・ IT 関連コースを開講している大学は多いが、質のバラツキが激しく、それは学士や修士

の資格を乱発しているからだとしている。IT 企業側も、希望のスキルのカリキュラムな

どを公開せず、オープンでないという問題もある。ACC（Accreditation Committee of 
Cambodia）ができ、教育機関の質を正す動きもでてきたが、まだまだ時間がかかる。 

以上

（記：中村） 
 
訪問相手先 NiDA 

出席者 NiDA： Mr. Noy SHOUNG, Deputy Secretary General, HRD 
Mr. Chankrisna KITH, Deputy Director, ICT Policy 

JICA： 三宅所員 団員：中村 

日時 2007 年 9 月 26 日（水）10:30～12:00 
場所 NiDA 会議室 

訪問目的： Human Capacity Building（人材育成）部門の業務調査 
部門リーダーへの現状調査のためのヒアリングを行った。 

・ 人数： 部門のメンバーは 24 人。24 人の中新人 6 人がインターンとして研修中である。

・ 担当業務：主にトレーナー向け研修である。当部のアプローのチの詳細は添付 6 を参照

のこと。 
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・ トレーニング活動には次のようなサイクルがある。 
リサーチ（ニーズ分析など）→カリキュラム作成・ローカライゼーション→トレーニン

グ企画手配→トレーニング実施（相談ホットラインサービス） 

・ オープンソースをベースに、全国的に IT 教室（無料、1 週間）を展開している。主にト

レーナー向け研修で、修了者はトレーナーになることを想定している。 
次の 3 種のレベルを設けている。 
・ パワーユーザー  ：既修了 8,000 人 
・ トレーナー    ：既修了 550 人 
・ マスタートレーナー：既修了 45 人 

・ 既に 8,600 人に対して修了証書を発行しており、NiDA の実績として評価されている。

・ 受講料は政府系には無料で、一般には、各$2、$4、$5 となっている。コールセンター（相

談ホットライン）を NiDA 内に設置しており、受講後はいつでも相談できる体制になっ

ている（無料）。コールセンターの課題は、3～4 人で 1 台の PC を共有しており、イン

ターネット接続もないため情報の発信などができていない点である。 
・ キーボード、ソフトウエア CD、マニュアルの教材など極力クメール語にローカライズ

している。受講生や政府系職員には無料で配布している。（1 式を JICA カンボジアに謹

呈） 
・ カリキュラムとして、次のリストがある。 

・Open Source Programming・Localization・Content Management・My SQL・Oracle 
・Java・PHP・JSP・Fedora・GNOME・ KDE・ KBABOL・Security・Embedded System 

・ この内の情報セキュリティやシステム分析・設計などの分野で、日本から専門家派遣を

期待する。専門家の技術支援により研修内容の充実を図りたい。 
・ ITEE は是非、当セクションで実施したい。ベトナムでは外部機関（VITEC：Vietnam 

Information Technology Examination & Training Support Center）を設けているようである

が、NiDA で啓蒙活動も含めて可能であると考える。（→これについては更なる議論が必

要である。） 
 
入手資料： 
・Pan Localization Phase I — FOSS Training, Mr. Noy SHOUNG, NiDA            

以上

（記：中村） 
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訪問相手先 NiDA 
出席者 NiDA： Dr. Leewood PHU, Secretary General 

Mr. Chankrisna KITH,  Deputy Director, ICT Policy 
JICA： 三宅所員 団員：中村 

日時 2007 年 9 月 26 日（水）14:00～15:30 

場所 NiDA、事務局長執務室内 打合せスペース 
訪問目的：NiDA 組織の現状と JICA プロジェクトに対するニーズの調査 

・ NiDA の現在のスタッフ 200 人（内、新人 85 人含む）。 
・ 予算規模は、年々増加しているが微々たる増加率だ。 
・ 訪問趣旨と日本側現状の説明を行った。また NiDA のニーズ把握が前提のため、ヒアリ

ングとワークショップの開催について協力を要請、快諾を得た。 
 
プロジェクトに対して Dr. Leewood 氏の見解は以下の通りである。 
１．プロジェクトの成果について 
要望調査時点で挙げられた 5 つの各成果のプライオリテイは以下の通りである。 
（評価記号：◎（必須）、○（ベター）、△（可能なら）、白紙（不要）による評価。） 
 
① ICT ポリシー、アクションプラン、戦略：◎（対象は 2nd バージョンの IT ポリシー策定

やアクションプラン更新、指標はポリシー発行配布） 
② 情報セキュリティ：◎（ただし研修コースを設定しそれの受講、試験評価を指標にする

こと） 
③ e カンボジア実現の情報ネットワーク拡張：△→○（電子政府から始まり、ショッピング、

銀行、医療など数え切れない程多くありすぎるため。鳥瞰的な枠組みの把握が要と進め

たところ○となった。） 
④ NiDA 職員のキャパシティビルディング：◎：（目ぼしい情報技術の研修をしてくれれば

よい。セミナー、試験、成績評価で可） 
⑤ ITEE：◎（IT エンジニアにとって日本などの海外 IT 企業に応募した際の評価基準（日

本のレベルと同じに評価）になる。企業は必要な技能を要求し、これを教育機関が教え、

ITEE 試験で合格したらその企業が採用する、という関係になる。仕事を委託する企業側

と IT エンジニアの両方にとって重要。企業の要求レベルは ITEE のレベルよりかなり高

いという質問に対しては、ITEE にも多くのレベルを設ければよいと考えている。また本

プロジェクトでの研修のために外部教育機関と提携する場合は民間でなく公的なところ

を考えている。 
２．カウンターパートについて 
各成果に対応する活動について NiDA 側の責任者（カウンターパート）としては以下を考え

ている。 
・ ICT ポリシー、アクションプラン（Mr. Chankrisna Kith） 
・ 情報セキュリティ（Mr.Van Kheme） 
・ ネットワーク拡張（Mr.Vat Chun） 
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・ NiDA 職員のキャパシティビルディング（Mr. Noy Shoung） 
・ ITEE（Mr. MEAS Kosal） 

以上

（記：中村） 
 
訪問相手先 NiDA 

出席者 NiDA：Mr. Chankrisna KITH, Deputy Director 
JICA：三宅所員 団員：中村 

日時 2007 年 9 月 27 日（木）9:00～10:30 

場所 NiDA Mr. KRISNA 執務室内 
訪問目的：ICT ポリシー部門の業務の現状調査 
・ 規模：メンバー数は 12 人（今年の新人は含まず。新人は今年 85 人入社したが、1 年間

は研修で様々な部署で適性を見ている。NiDA 全体の総数は新人を含め約 200 人になっ

た）。 
・ NiDA 全体で各省に出している人数は、１省当たり 2 人（24 省で 48 人程度）だが、省

の中には独自に ICT 担当を設けているところもあり、その場合は NiDA へ戻ることにな

る。 
・ 担当業務：NiDA のポリシー、戦略、アクションプランなどの調査・策定・実施。 
・ ICT ポリシーの見直しを考えている。現在の ICT ポリシーは閣僚評議会の承認待ちで、

作成から 4 年が経過しており、内容が現状に合っていないため見直しを検討している。

それは 2 つ目のポリシーを作成するのではなく、あくまでレビューする程度を想定して

いる。 
・ 今後は遅れている地方への展開を中心にしたロードマップを作成したい。タイやスウェ

ーデンのロードマップを見たことがあるが、タイと国情が似ているのでタイのロードマ

ップを参考にしたい。2 年くらい先の完成を目指してまずは素案を作成したい。 
 
キャパシティ開発支援方法について 
・ GAIS ネットワークのチェックのための研修を参考に以下のような方法が考えられるの

ではないか。 
海外からのボランティア受入（韓国、日本、シンガポールなど） 
外部の大学や他国で 2～4 ケ月間の研修 

・ NiDA 既存の人材育成部門だけで対応するには荷が重過ぎるのではないか。 
 
ワークショップの開催について以下確認した。 
・ 場所：NiDA 事務所ビルの前にある平屋の研修室（GAIS プロジェクトで作ったトレーニ

ングセンターで、今週は予定が入っていないため自由に利用できる。） 
・ メンバー：Dr. Leewood 他、総務部門以外の 5 部門のリーダーが参加（不在の場合はリ

ーダーの代理が出席する。情報ネットワーク拡張と人材育成のリーダーが不在の予定。）

・ 必要設備：プロジェクターとスクリーン（NiDA のものを利用可能）、ポストイットとサ
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インペン 
・ 事前配布資料：Indicator の作成方法と PDM の評価法に関するマニュアル 2 冊、講師作

成パワーポイントコピーと配布。 
以上

（記：中村） 
 
訪問相手先 NiDA 

出席者 NiDA ：Dr. Leewood、Secretary General 
JICA：三宅所員 団員：中村 

日時 2007 年 9 月 28 日（金）14:30～16:00 

場所 NiDA 、Dr.Leewood 氏執務室内打合せスペース 
訪問目的：ネットワーク部門の現状調査（ネットワーク部門兼コンテンツ応用部門のリー

ダーが出張中のため、代わりに事務局長が対応した。） 
議事： 
１．情報セキュリティの必要性 
・ PAIS では、双方向の接続が予定されているため（GAIS は一方向）、情報セキュリティ

が格段に重要になる。権限（参照、更新、削除など）の設定やアクセス方法などからセ

キュリティを確保しなければならないと考えている。 
２．ネットワークとコンテンツ部門の配置人員 
・ 現在 15 人で、この中から PAIS プロジェクトに半分ほどアサインする予定。（実際には

20 人必要） 
３．NiDA 組織図 
・ 現在は作成していない。フンセン首相が長官、ソク・アン副首相が副長官を務め、その

下に事務局長の自分がいる。その下に総務部門を含め 6 部門あり、約 200 人が所属して

いる。 
４．予算の状況 
・ 増加方向だが、僅かずつである。 
５．CERT と G-CIO 
・ 枠組みは作っている。 
６．PDM（暫定）における「成果項目」の整理方法 
・ ネットワークは、プライオリティが下がったが、フレームワークを生成し、漏れなどを

チェックするため、第一項目のポリシー＆戦略に含めても良いと考えている。 
７．ステアリング・コミッティーについて 
・ 本プロジェクトにおいても重要で必要と考えている。 
・ PAIS の同会議のチェアマンは、副首相のソク・アン氏に頼んでいる。本プロジェクト

でもソク・アン氏に依頼することは可能である。その他、必要なら他の省庁の要人もア

サイン可能である。 
８．NiDA ネットワークにおける最大の問題・要望 
・ GAIS は中央関係機関のみの接続であったが、PAIS では地方展開を行うため、地方ごと
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の監督省庁との調整が必要になり、それが課題でもある。 
以上

（記：中村） 
 
訪問相手先 JICA カンボジア事務所 
出席者 JICA カンボジア事務所：米田所長、鵜飼次長、三宅所員、井上所員 

団員：増田団長、布施、中村、増田（吉） 
日時 2007 年 10 月 1 日（月）8:30～11:00 

場所 JICA カンボジア事務所 （JICA 3 階会議室） 
訪問目的：プロジェクトの趣旨の説明と現地 JICA 意向の聴取 
発言概要： 
（団長）：プロジェクトの趣旨の説明。 
・ ICT 担当の NiDA は新しい組織で経験不足であり、ICT 所管官庁としてのキャパシティ

デベロップメントが必要である。 
・ 特に情報セキュリティが重要と考えている。ICT チームではあまり取り上げていないテ

ーマで今回初だが、他への参考になるし、この点でも取り上げたい。 
・ 訪問先は NiDA だけでなく MPTC、民間の協会なども訪問して協力の内容を煮詰めたい。

・ PDM では外務省の指摘もあり、文言として「開発（システム開発）」を入れないように

修正する。人材育成やキャパシティデベロップメントを主にしたい。 
・ 日本からの提案として ITEE の試行導入を成果と活動の欄に入れてある。同試験は、日

本政府がアセアン各国で相互認証を視野に入れて導入を推進しているものである。 
・ 今回のプロジェクトは、経産省と総務省の両省による共管となっている。 
・ カンボジア日本人材開発センターCJCC との連携が出来ると良いと考えている。 
・ この事前評価調査が終了したら、カンボジア JICA 事務所に RD の署名をと考えている。

 
（所長）・NiDA は何をやる所なのだ。開発要員は居るのか？  
（増田団長）・カンボジアにおける ICT の振興がその主な役割となっている。人員は約 200
名である。うち 80 名ほどは新規採用後のインターンである。 
（所長）・実際に研修などは行っているのか？ 
（布施専門家）・①ポリシー策定、②電子政府（韓国プロジェクト：GAIS、PAIS）、③クメ

ール語 OSS の普及活動（8,600 人を研修）などをやっている。ただし、OSS 研修に関しては、

ドナーの支援が前提である。 
（所長）・今回はポリシー策定と情報セキュリティ等、フレームワーク作りが目標と考えて

よいか。 
（布施）・CERT や G-CIO など枠組みはできているが、機能していない。これらを機能させ

るのが重要である。 
（三宅）・前入りした中村コンサルタントが PDM の成果、活動についてプライオリティ付

けを行おうとしたが、NiDA もまだ絞りきれていない。 
（鵜飼次長）・成果のひとつ一つが大きなものなので、成果の 1 番だけを目標にしても良い
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くらいだ。 
（増田団長）・成果と活動を見直し、整理したい。 
（三宅）・民間の IT エンジニアは 700～800 ドルの給料をもらっており、NiDA は 300 ドル

もない。育成した人材が流出しないとは限らないが、だからといってやらないというもの

でもない。 
（増田団長）・最近の日系企業の動向はいかがか。 
（所長）・日本企業も様子見程度である。 
（布施専門家）・フンセン首相が来日した際のセミナーは好評だった。 

以上

（記：中村） 
 
訪問相手先 NiDA 

出席者 NiDA ：Dr. Leewood Phu、Secretary General of NiDA 
JICA：三宅所員、井上所員、齋藤（インターン） 
団員：増田団長、布施、中村、増田（吉）  

日時 2007 年 10 月 1 日（月）14:00～16:30 

場所 NiDA 、Dr.Leewood 事務局長執務室内打合せスペース 
訪問目的：PDM 内容のすり合わせ 
議事： 
主に団長からの PDM 成果項目の内容を中心とした提案（前日までのワークショップにおけ

る NiDA のニーズは事前に団に報告され、本日の会合の前提となって吸収されている）を行

い、これに対する Dr. Leewood の見解を確認しながら進められた。 
１．ポリシー更新の確認 
・ 2003 年に ICT ポリシーを閣僚評議会に提案してから時間が経ったが、未承認で、その

間の技術の進歩は激しく、今のままだと提案内容が陳腐化してしまう。従ってこの観点

から単なるバージョン 2 ではなく、見直しをしたいと考えている。（Dr. Leewood） 
２．アクションプランの更新 
・ 以前のアクションプランは重要であり、マイルストーンなどを更新してバージョン 2 を

作りたい。成果も目に見える形になるので、PDM 上に記載してもよいのではないかと

思う。（Dr. Leewood） 
３．ネットワークセキュリテイ項目について 
・ 電子政府サービスも、将来は双方向・インタラクティブにならざるをえず、その際、情

報セキュリティは重要である。しかし GAIS/PAIS のみならず、Banking や E-Commerce
など広くネットワーク全般の情報セキュリティに関するフレームワークを作成し、更新

し、活用して行きたい。これらの活動を PDM 上では、前項のアクションプランにまと

めて、フレームワークも加えることは結構である。（Dr. Leewood） 
４．キャパシティビルディング 
・ 基本的な技術項目をリストアップして、これについての研修などを受けたい。例えば、

OSS やセキュリティなどもキャパシティ項目と考える。PDM 項目の１つとして纏めて
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くれても良い。この部分に長期専門家や短期専門家が参集するのは結構である。（Dr. 
Leewood） 

５．ITEE 
・ カンボジアの IT エンジニアが日本の IT 企業に就職する機会が増えることで、賛成であ

るし、カンボジアの IT スキルレベル向上の１つのソリューションでもある。（Dr. 
Leewood） 

６．PDM のワークショップ結果の NiDA 内での見直しについて 
・ JICA の団内でのすり合わせは済んだが、NiDA で昨日作成の為、整理したワークショッ

プ結果を渡し NiDA 内調整を依頼した。Dr. Leewood は了解した。 
７．ステアリング・コミッティー（JCC）について 
・ JCC は重要で必要と考える。JCC の議長はソク・アン氏にお伺いする。 
８．カウンターパートの再確認について 
・ 先に Krisna 氏の上げた案を、Dr. Leewood が修正して承認した。 
９．ミニッツ調印式について 
・ Dr. Leewood によれば、ソク・アン氏が参加するかもしれない。 

以上 

（記：中村） 
 
訪問相手先 通信省（MPTC） 

出席者 MPTC: Mr.So Khun 大臣、Mr. Touch Heng 次官、山下 JICA 専門家 
JICA：三宅所員、井上所員、齋藤（インターン） 
団員：増田団長、布施、中村、増田（吉） 

日時 2007 年 10 月 2 日（火）9:00～10：30 
場所 通信省（大臣会議室） 

訪問目的：表敬訪問 
増田団長より表敬訪問の目的を説明し、今回の NiDA 支援案件への協力を依頼。 
通信大臣から、NiDA とのデマケ、現行案件（中国案件、JBIC 案件）に関する説明あり。 
・ 中国案件は、ラオス国境向い光ルートが 90%、Siem Reap 向い光ルートが 35%の進捗で

ある。 
・ NiDA と通信省のデマケに関しては、前者が ICT 政策や電子政府サービスの展開、後者

が基幹網を中心とする通信インフラ整備ということで、政府の方針が既に決まっている

ことを説明したが、その決定には不満が相当あるようだ。（韓国の資金供与で実施され

る PAIS（GAIS の地方展開）では、対象地域内のネットワーク整備は PAIS 自身で実施

されるため、MPTC/TC の関与する分野が出てこないことが不満の主な理由か。） 
・ JBIC 案件関連では、①通信法の成立が国会承認事項であるため、しばらく時間が必要

になること、また、②通信規制審議会（Telecom Regulatory Body）は通信法の中で規定

されているので、通信法の発効が前提となるという説明あり。なお、通信法原案に対し

て、Committee of Assembly の修正要求が出ているとのこと。 
他に、5 年前に中国との間で締結した US＄30M の CDMA 案件は、AZ という民間会社への
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公的資金の投入が公平性を欠くということで問題になり凍結されている。これを通信公社

が利用できるように検討している。                      以上 

（記：布施） 
 
訪問相手先 通信公社（Telecom Cambodia） 
出席者 Telecom Cambodia： Dr. Nhek Korsal Vythyea 総裁、 

Mr. Moa Chakrya 副総裁（JBIC 案件担当） 
JICA：三宅所員、井上所員、齋藤（インターン） 
団員：増田団長、布施、中村、増田（吉） 

日時 2007 年 10 月 2 日（火）10：45 ～ 12：45 

場所 Telecom Cambodia 総裁室 及び Chakrya 副総裁室 
訪問目的：表敬訪問 
増田団長より表敬訪問の目的を説明し、今回の NiDA 支援案件への協力を依頼。 
総裁から、通信公社の現況について説明があった。 
・ 2006 年には利益が出た。IP 時代に合わせ、技術陣の刷新を図っている。独（Kfw）の援

助で建設した東西光リンクは STM-16 化を計画している。光ファイバーケーブルは一部

先行して、ITU-T G652（シングルモードから G655（DWDM 対応）に更改する。ADB
の協力（実際は日本の資金提供）によるビジネスプランの策定を行っている。 

・ 通信公社は、モバイルへの移行を念頭に、国家安全の立場から通信法の成立を捉えてい

る。 
・ 通信省傘下のドメイン管理機関 KhNIC の活動にも関わっている。 
・ Vietel 案件は、HCM-プノンペン間は既に完成。Siem Reap 向いも 50%完成とのこと。

US$1500/Mbps と卸値も低価格。（他の ISP は US$2000/Mbps） 
・ 世銀が CDMA 技術を使い、Battambong や Siem Reap など 3 地方を対象に地方ルーラル

ICT 案件（US$3～5M）を実施する。 
・ 5 年前の中国の資金供与（US$30M）については、民間企業 AZ の公的資金が問題として

停止された状態にある。通信公社がこの借款を利用するという話は存在するが、現時点

で具体的な利用案を持ってはいない。海底ケーブル案件などへの適用もあり得る。 
・ 総裁自身が JBIC 案件の実施に後ろ向きとの噂を流されているが、真意ではなく、総裁

としては JBIC 案件を早急に軌道に乗せたいとの意思表示あり。（席上、Chakrya 副総裁

より、同案件でのコンサル雇用の承認が先ほど JBIC バンコク事務所より降りたとの情

報が寄せられた。） 
総裁との一時間の会談後、Chakrya 副総裁と彼の自室で再度打ち合わせた。 
・ NiDA の IT 案件については協力を惜しまない。カンボジアは、ICT 産業が発達していな

いこともあり、実践面でのスキルが不足している。実践的スキルの強化を図ってもらい

たい。 
JBIC 案件の推進の障碍である通信法の発効→通信調整審議委員会の設立については、さら

に努力をする。来年早々の通信法の国会承認を願っている。           以上 

（記：布施） 
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訪問相手先 カンボジア日本人材開発センター：CJCC 
出席者 CJCC: Ms. Oum Ravy, Ph.D.所長、中村三樹男チーフアドバイザー 

Ms．Prum Sisaphantha（Course Manager）衣笠秀子（日本語教育）、 
石田和基（業務調整）、Ms.Pauv Ampor M. ED.（Administrator） 
JICA：三宅所員、井上所員、齋藤（インターン） 
団員：増田団長、布施、中村、増田（吉） 

日時 2007 年 10 月 2 日（火）14:00～15:20 

場所 CJCC オフイス 
 （CJCC は、RUPP（ロイヤルプノンペン大学）の組織に所属した形になって

いる。） 

訪問目的：NIDA プロジェクトに関連する活動、要望の調査 
協議事項： 
団長：訪問趣旨ならびにプロジェクト概要の説明。 
Ms.Oum Ravy 所長：CJCC の活動内容のパワーポイント説明(約 20 分間) 
・ RUPP 大学で情報技術を習得した IT 技術者に日本語を教育することはできるが、それだ

けでは不十分と思われる。実際に IT 企業で使える人材を育成するのは大変だと思うし、

難しい課題だと考えている。（Ms.Oum Ravy 所長） 
・ 日本語が必要なのは大きく分けて 2 種あり、特に必要なのは高度なレベルのブリッジ

SE 教育だ。情報処理試験に取り上げる基本技術は必ず日本語でなくともよいと思われ

るが、高度レベルのブリッジ SE 教育は日本語前提でマスターする必要がある。（中村チ

ーフアドバイザー） 
その他： 
・ 最近、研修に用いる言語についてのアンケートを行ったが、その結果、英語を希望した

人が 500 人、韓国語希望が 400 人、これに対し日本語希望は 100 人であった。所長の見

解では、日本語は覚えても就職先がないことが理由だろう、とのことであった。 
・ 会議室、講堂などは利用可能であり、他の JICA プロジェクトでも利用している。

JICA-NET も回線の状態は決してよくないものの、利用可能である。 
以上

（記：中村） 
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訪問相手先 IT Committee of EIC & IT Center 
出席者 IT Committee of EIC & IT Center 

Mr. Mauk Pheakdei,M.Sc.、Mr. More、Mr. Sok Sokharith,M.Sc.、Ms Nou Chenda 
Mr. Kim Meng、Mr. Heng Sokchea 
団員：増田団長、布施、中村、増田（吉） 

日時 2007 年 10 月 2 日（火）15:30～17:00 

場所 RUPP（ロイヤルプノンペン大学）会議室 

訪問目的：RUPP の新組織 IT Center の調査と NiDA への要望ヒアリング 
議事： 
団長：訪問趣旨ならびにプロジェクト概要の説明。 
Mr. Mauk Pheakdei,M.Sc.：IT Center の誕生の経緯と組織構成の説明。 
資料「Brief Introduction and Activities of IT Committee」に基付く。 
 
NiDA への要望とコメントについて 
・ GAIS はサポートが少なく、使い勝手がわるいと聞いている。 
・ NiDA スタッフの派遣先の省での評判はよくないと聞いている。（サーバーを設置すると

その後のメンテが不十分なまま放置するなど） 
・ 教育省と協力して高校から IT 教育を行ってはどうか。 
・ 教育省ではマスタープラン（2005-2009）で IT 教育の導入を決めているが、PC の数が足

りないなどの理由で実行に移せていない。 
・ 我々の IT Center には、フランスから講師を招聘しており、フランスから IT 関連の仕事

の紹介もある。日本からも NiDA 経由でも良い話を紹介してほしい。 
・ 私どもでは実践的な実習を 1～2 年行っており、民間に就職してもすぐ役たてることが

出来る。NiDA スタッフもここで研修したら効果がでると思う。 
・ 組み込みシステムの開発もマスターした者もおり研修も可能である。そんな要求はない

だろうか？ 
・ 我々は設立されて間もない組織で、これから充実させてゆくつもりである。NiDA や

JICA とは連携を図りながらお互いに役立つようにして行きたい。 
 
入手資料： 
・ Engineering Institute of Cambodia's Document. 
・ Status of Computerization in Cambodia (N0.1) CICC & IT Committee of EIC.  

以上

（記：中村） 
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訪問相手先 Ministry of Labor and Vocational Training（MLVT） 
出席者 Mr. Men Socheth(Director of Cabinet), Mr. Tep Oeun(Deputy Director General),  

Mr. Heang Veasna(Director, International Cooperation Department), 
Mr. Khuon Saingpagnarith (Dueputy Direcotr, International Cooperation 
Department) 
JICA 同行者：三宅所員 
団員：増田団長、布施、中村、増田（吉） 

日時 2007 年 10 月 3 日（水）9:00～10:00 
場所 MLVT オフイス 

訪問目的：NIDA プロジェクトに関連する活動、要望の調査。 
協議事項： 
団長：訪問趣旨ならびにプロジェクト概要の説明。 
Mr. Men Socheth：2001 年に JICA から専門家が来られた。彼は、その後スリランカに移動さ

れ、今は日本に戻られたと聞いている。 
Mr. Tep Oeun： 
・自分は、NiDA が ICT 関連の機材を提供してくれると良いと考えている。 
・ 当方は、プノンペンエリアなどでは、TVET（The Technical and Vocational Education and 

Training：現在は UNESCO が専門家支援をしている）を展開したいと考えている。メイ

ン都市のプノンペン、コンポンチャム、シェムリアップでは、ICT のスキルが求められ

ているので、長期コースを考えている。地方に既に 24 の職業センターがあるが、地方

は ICT の要求はあまりないので、そこでは短期コースを考えている。 
・ 日本からのスキル提案を期待している。しかしマイクロソフトの EXCEL などの講習よ

りは、先端的な情報技術を希望したい。そして TVET 用の装置と人材の両方が必要なの

である。 
・ ICT 網の地方展開を期待したい。それにより教育の地方展開が可能になる。地方はモバ

イルだけで、職業センターとネットの接続がなく、e メールさえ出来ない状態である。

・ しかし ICT の世界では、現時点でスキルよりは ICT のマネージメントが問題なのだと思

っている。 
・ 求人情報の提供に関して、海外ではキャリアーセンターや JOB センターなどでオンライ

ンで行っているが、カンボジアではまだ実現できていない。職業センターへのネット接

続やホームページ等を介した求人情報の公開を可能にしたい。 
団長：各省のニーズを勉強して、地方への拡張が必要なのは分かったが、これは MPTC の

分掌とするところと思う。光ケーブルは JBIC がシェヌークビルまで延ばすはずである。 
Mr. Tep Oeun：最新のニーズを申し上げると当省では、次の 2 つである。 

１短期の人材育成研修 
２長期の e-Leaning 

・ 短期は、特殊な教育、例えばプログラマ教育などは効果的で卒業生は 100%が職業に就

職できる。 



16 

・ 長期的な e-Leaning は、テーマによるが 75%が JOB に繋がると考えている。 
以上

（記：中村） 
 
訪問相手先 Ministry of Education, Youth and Sports（MoEYS） 
出席者 MoEYS：Mr. Mak VANN, Secretary of  State 

JICA 同行者：三宅所員 
団員：増田団長、布施、中村、増田（吉） 

日時 2007 年 10 月 3 日（水）10:30～11:30 

場所 MoEYS オフイス 
訪問目的：NIDA プロジェクトに関連する活動、要望の調査。（教育大臣が留守のため、Acting 
Minister の Mr. Mak VANN と面談） 
団長：訪問趣旨ならびにプロジェクト概要の説明。 
Mr. Mak VANN：カンボジアの教育制度について 
・ 当省は 160,000 人の職員が働く、職員数で全省庁の 50％を占める大きい省だ。 
・ 教育制度は 6336 制を採用し、Primary（6）、Secondary（3）、High（3）、Higher（6）とな

るが、最後の 6 のうちの 4 は BA、残りの 2 は Master（修士）となる。Ph.D 取得にはさ

らに 2～5 年かかる。Primary、Secondary が基礎教育で、Upper Secondary では Diploma
が出される。 

・ High School 在籍約 50,000 人のうち約 40,000 人が Diploma を取得し卒業する。そのうち

約 3,000 人が 15 ある公立大学に進学している。近年私立の大学も増えており ICT を取

り入れるところも増えている。 
・ また最近当省では、例えばシスコやマイクロソフトといった企業とパートナーシップを

結んで推進している。 
以上

（記：中村） 
 
訪問相手先 ICT:CAM (ICT Association of Cambodia) 
出席者 ICT:CAM:  Mr.Rada Nong, President、Mr. Ken Chanthan , Vice President  

団員：増田団長、布施、中村、増田（吉） 

日時 2007 年 10 月 4 日（木）14:00～15:00 
場所 ICT:CAM オフイス（ホテルカンボジアーナ１F） 

訪問目的：NIDA プロジェクトに関連する活動、要望の調査 
議事：  
団長：訪問趣旨ならびにプロジェクト概要の説明。 
Mr.Rada Nong：ICT:CAM の説明。 
・ ICT:CAM のミッションは、民間の IT 企業の助成であり、設立 2 年でまだ若い組織であ

る。現在会員企業は 28 組織であり、マイクロソフト、インテルなど大企業の７つの支

店のバックアップを得て活動している。また NGO の協力も得ており、ドイツの GDZ
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の支援もある。メンバー企業は増えつつある。また学生からの関心も高い。これまでの

1.5 年間は、主にロビー活動であった。 
・ メンバーとしてのメリットは次である。 

四半期ごとのニュースレターの発行・ICT 関連 Expo での展示ブース利用・on-line マー

ケティングの推進・ICT リサーチの結果報告など 
・ リサーチは UNDP と共同で行ったものがある。また、IT 関連の学生に対して海外奨学

金プログラムなども検討している。 
（団長）IT 企業はどのくらいあるのか。 
（Mr.Rada Nong）正式にはデータが公表されていない。RUPP の IT 関連だけで 700～800 は

いるはずである。また、IT School を卒業すれば IT エンジニアと言っており、その質につい

ては一定していない。 
（布施）年 1,900 人ぐらいが IT エンジニアとして輩出されているとも聞いている。 
（団長）NiDA に対して要望などがあればお聞きしたい。 
（Mr.Rada Nong）NiDA は、ICT ポリシーの実現に責任があると思っている。一方で他の省

庁が NiDA の機能をよく理解していないようである。また、外国からのアクセスの入口にな

るべきだ。 
（団長）カンボジアにおける情報セキュリティの環境についてはどのようにお考えか。 
（Mr.Rada Nong）緊急の課題ではないが、長期的には必ず必要になってくると考えている。

情報統制を推進する必要はないが、政府や省庁の中での情報セキュリティの推進は良いと

思う。 
（中村）カンボジアの ICT 環境について重要なことは何だと思うか。 
（Mr.Rada Nong）コンテンツ開発が必要だと考えている。NiDA もコンテンツ開発をやるべ

きだと思う。 
カンボジアには、$250 くらいのカーバッテリーで動作する PC が向いていると思ってい

る。例えば農業情報などを配信し、農民が参照可能になればその便益は大きいと思う。カ

ンボジアは、投資要求も高いが、多くの IT 企業（中小がほとんど）では IT 知識が不足して

いるところが多い。 
以上

（記：中村） 



18 

 
訪問相手先 JICA カンボジア事務所 
出席者 JICA カンボジア事務所：鵜飼次長、三宅所員、井上所員 

団員：増田団長、布施、中村、増田（吉） 

日時 2007 年 10 月 5 日（金）16:00～17:30 
場所 JICA カンボジア事務所 

訪問目的：事前評価の結果報告 
協議事項：（MM 終了後の報告会） 
団長： 
・ PDM の成果項目は、原案では 5 項目あったが、各方面のコメントや NiDA のニーズ調

査の結果などから最終案は 3 項目に絞った。（HRD、情報セキュリティ、ITEE 試行導入）

・ カウンターパートとして、部門長 6 人と事務局長の 7 人に限定し、範囲を絞った。 
・ JCC として、議長にソク・アン副首相を予定することになる。 
・ ミニッツ署名が無事終了できた。これには、前日までソク・アン副首相の出席が予定さ

れたが、多忙で閣僚評議会長官 Secretary of State の Mr.Seng Linneou が代わり同席した。

署名式には概算だが 300 人ぐらい集結したと思う。 
鵜飼次長： 
・ 小規模なので、あまり野心的すぎると専門家が大変にならないか？ 
・ 指標の見直しがたてこんできて事前評価が甘かったというケースが多い。右肩あがりの

時代はしかたないが、評価を引き継いでゆく際には課題把握者の参加などが重要になろ

う。 
・ 最近カンボジア発（初？）のウィルスが出回ったと聞いている。 
団長： 
・ ソク・アン副首相のコメントは、カンボジアの IT 技術者が日本の企業で働けるように

したい、というものであった。 
布施： 
・ カンボジアの IT 技術者は出遅れていると思っていたら、最近ウィルスを開発した技術

者も現れたと聞いて一面では頼もしく思った。 
中村： 
・ 指標が定量的でないが、アクションプランの改訂や、G-CIO・CERT など成果が明確な

活動になっているので、認容範囲と思っている。 
・ IT 市場の活性化には、ユーザの動機付けが最重要だ。それには魅力的なコンテンツやア

プリケーションが必要である。 
以上

（記：中村） 
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訪問相手先 GAIS ネットワーク視察 

Ministry of Public Works and Transport（プノンペン車両登録センター）、 
プノンペン市自動二輪登録センター 

出席者 NiDA：Mr.VAN Khema, 
GDT： Mr. Suon Vanhong, Deputy Director of Land Transport Department  
    （Motor Vehicule Inspection Center） 
MPP：Mr. To Sochanthy, Chief of Motor Cycle Authority of Phnon Penh  
JICA 同行者：三宅所員、井上所員、斎藤（インターン） 
団員：増田団長、布施、中村、増田（吉） 

日時 2007 年 10 月 8 日（月）10:00～12:30 
場所 車両登録センター、およびバイク登録センター 

訪問目的：NIDA プロジェクトに関連する GAIS システムの稼働状況視察 
協議事項： 
Mr.VAN Khema （NiDA ネットワーク部門リーダー）： 
・ GAIS システムの視察が可能になったので案内する。10 月 18 日には次の PAIS プロジェ

クトのキックオフ会議が予定されている。PAIS では、韓国 30 人、NiDA20 人の計 50 人

が参加する。韓国の 30 人の内の 23 人は北朝鮮からくることになっている。 
・ アプリケーションは今回視察する車両やバイク登録システム等であるが、電子稟議

（EAS）システムは、セキュリティ上の不具合（見てはいけない人にも見えてしまうの

で）で利用していない。 
 
Ⅰ. 車両登録センターMVIC（Motor Vehicle Inspection Center） 
Mr. Suon Vanhong：  
・ 車は政府が、バイクは市が管理しており、これに合わせて登録も別々に行っている。こ

こでは、車の登録を GAIS システムを使って行っている。登録はその日のうちに終了す

る。申請から登録完了までは 1 時間程度である。その後車両検査とナンバープレートの

作成をする必要がある。（申請者にはその後、完了の連絡を 1 ヶ月くらいで郵送する。）

・ 1 日当たり 100～150 人（週 5 日）が登録している。1 件当たり 85～100$。車の製造 No、
マシン No をスキャンしてシステム入力し、文書化して顧客が確認する。OK なら車認

可証が作成される。4 箇所で登録を受け付けているが、Regional Service Center は１つで、

地方の受付書類は郵送で送られてくる。 
・ サーバーは全部で 24 箇所（約$21M）にあり、OS は Linux のレッドハット V7.2 で、DB

は韓国製の SQLDB を使用し、クライアントは VB+で作成されている。 
・ クライアント PC は外部のインターネットを参照することができる。これはオペレータ

ーの士気高揚になる。（これは情報セキュリティ上問題であるが、その認識は存在しな

いようである。） 
・ [状況] サ－バーは、処理量に比して十分すぎるほどのスペックである。一方管理体制

が整っているとはいえず、サーバーのラックには埃や塵がたまっている。また、事務所
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が浸水した場合は浸蝕されやすい設置方法となっており改善が必要と思われる。 
 
Ⅱ. バイク登録センター 
Mr. To Sochanthy： 
・ バイク登録システムのシステム内容は、上記の車登録の場合とほぼ同じである。GAIS

システム利用以前は、日 70 台のバイクがやっとだったが、現在は 200～300 台が可能で

ある。全バイク総数の 90%の約 48 万台が登録されている。（10%の 5 万台は未登録。） 
・ 警察が必要に応じて閲覧できるようになっている。 

以上

（記：中村） 
 
訪問相手先 カンボジア日本大使館 

出席者 カンボジア日本大使館： 中谷 2 等書記官 
JICA 同行者： 三宅所員 
団員：布施、中村、増田（吉） 

日時 2007 年 10 月 9 日（火）10:00～11:00 

場所 カンボジア日本大使館オフイス 
訪問目的：事前評価の結果報告 
増田（吉）：プロジェクトの成果概要の説明。 
・ PDM の成果項目は、原案では 5 項目あったが、各方面のコメントや NiDA のニーズ調

査の結果などから、最終案は 3 項目（HRD、情報セキュリティ、ITEE 試行導入）に絞

った。 
・ カウンターパートとして、部門長 6 人と事務局長の 7 人に限定し範囲を絞った。 
・ JCC として、議長にソク・アン副首相を予定することになる。 
・ ミニッツ署名は増田団長と NiDA の Leewood 事務局長との間で行われた。署名式には前

日までソク・アン副首相の出席が予定されたが、多忙で閣僚評議会長官 Secretary of State
の Mr.Seng Linneou が代わり出席した。 

中谷 2 等書記官： 
・ ICT ポリシーとアクションプランの改訂が人材育成につながるのか？ 
布施： 
・ バージョン 1 は JICA 短期専門家が中心となって作成したものであるが、改訂において

は何をなすべきかを見直し、C/P も巻き込みながら改訂していくことで人材育成に資す

ると考えている。 
・ 韓国担当の GAIS、PAIS は限定的サービスだが、e-Cambodia の展開として包括的に見直

して行くべきと考える。 
中谷 2 等書記官： 
・ 成果の第 2 と 3 は共にキャパシティ・ビルディングだと思うが。 
増田（吉）： 
・ あえて分けることでそれぞれを強調している。また、特に第 3 の ITEE の試行導入は日
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本側の提案であったことから分けている。 
中谷 2 等書記官： 
・ ITEE の日本との相互認証はよいが、合格してもやることがない、ということにならな

いか。 
布施： 
・ ITEE は、他のアセアン諸国では既に採用しているところが多く、まだ採用していない

のは、インドネシア、ブルネイ、ラオス、カンボジアの 4 ケ国だけである。 
中谷 2 等書記官： 
・ JCC の役割は何か。 
増田（吉）： 
・ 省庁間の調整なども大きな機能である。また、地方への展開では地方行政との調整も必

要になる。例えば、光ファイバーの敷設についての調整は必須である。JCC 議長にはソ

ク・アン副首相が指名されている。 
以上

（記：中村） 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 19 年 11 月 30 日 

担当部･課:社会開発部第３グループ運輸交通・情報通信第２チーム 

１．案件名 

（和文名称）カンボジア国「国家 ICT 開発庁における ICT 管理能力向上プロジェクト」 

（英文名称）Capacity Development on ICT Management at NiDA  

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトではカンボジア国内におけるICT普及の底上げと省庁横断的なICT管轄機関とし

ての役割を期待されている国家 ICT 開発庁（NiDA：ナイダ）の組織としての能力向上を目的として

いる。具体的には、１）人材の育成、２）情報セキュリティ基盤の整備、３）情報処理試験の試行

実施を達成すべき成果として挙げている。１）の人材の育成については、2004 年に JICA の短期専

門家派遣によって作成されたアクションプランをより包括的に改訂する作業を通じて行うことと

し、２）の情報セキュリティ基盤の整備については、政府機関を中心とした情報セキュリティ向上

に関する仕組みの機能強化を行い、３）の情報処理試験の試行実施については、日本で実施されて

いる情報処理試験との相互認証を念頭においた、信頼性のある ICT 人材の資格制度の試行実施を行

うこととした。これら 3つの成果が達成されれば、政府人材の育成、技術基準および規範の作成が

実現されることになり、かつそれらについての NiDA の役割の認識が関連機関の間にも高まること

が期待される。NiDA の役割の理解の浸透が進むことは NiDA がこれらの分野で主導的役割を果たす

期待が高まることにつながり、そのことが、NiDA の活動を更に推し進める役割を果たすことにも

なる。今回の協力を通じて、NiDA がその責務を果たしていける枠組みが構築されることも大きな

成果となると考えられる。 

（２） 協力期間 

2008 年 2月から 2010 年 1 月まで（平成 19年度、20 年度、21 年度）2年間 

（３） 協力総額（日本側） 

約 1.1 億円 

（４） 協力相手先機関 

国家 ICT 開発庁（National ICT Development Authority : NiDA） 

（５） 国内協力機関 

総務省、経済産業省 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

直接裨益：NiDA 職員（約 200 名） 

間接裨益：カンボジア国政府機関および ICT 関連産業 

※本部主管案件は、企画 G 長、在外事務所長に対し

てコメント依頼を行う。 
※在外主管案件は、企画 G 長、事業評価 G 長、本

部担当 T 長に対してコメント依頼を行う。 



３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

2000 年にアセアン地域における ICT 普及の底上げを図ることを目的とする"eASEAN Framework 

Agreement（eASEAN）"が採択された。 eASEAN の受け皿として設立された NiDA は、その後省庁横

断的な ICT 管轄機関としての役割も期待されることとなった。しかしながら設立間もない組織は十

分な設備・能力を有しておらず、当初 10 名前後であった職員数も約 200 名に急速に拡大するなど、

組織体制の整備・人材育成において多くの課題を抱えた状況にある。 

2004 年、JICA はカンボジア国の要請を受け、短期専門家チームを NiDA に派遣し電子政府

"e-Cambodia"の実現に向けた「ICT 開発アクションプラン」を作成した。同アクションプランでは、

緊急実施事項 10 項目（2004 年）をはじめ、暫定計画段階（～2008 年）、中期計画段階（～2012 年）、

長期計画段階（～2016 年）の各段階における提言がまとめられている。今後は提言に基づき具体

的な施策を実施していく段階に入っている。 

このような状況下、アセアン地域の中ではラオスと並び最もデジタルデバイドが深刻化している

カンボジアで、前述の通り様々な課題を抱える NiDA に対して、組織強化・人材育成の観点から、

NiDA 職員の全般的なキャパシティデベロップメントが急務となっている。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

国家貧困削減戦略と第二次社会経済開発 5 ヵ年計画を一本化した 5 カ年計画として、2006 年 1

月に国家戦略開発計画（National Strategic Development Plan）2006-2010 が閣議で承認された。

国家戦略開発計画 2006-2010 は、貧困削減を最大の目標に据え、カンボジアのミレニアム開発目標

の指標達成目標として、第 3 次フン・セン政権の基幹政策文書である四辺形戦略（Rectangular 

Strategy）を具現化するための戦略となっている。 

本案件は四辺形戦略の中で優先課題として挙げられている「インフラのさらなる整備及び増設」

のうち「情報技術（ICT）開発」に相当するものである。 

 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け 

（プログラムにおける位置付け） 

平成 14 年 2 月に作成された外務省の対カンボジア国別援助計画では、１）持続的な経済成長と

安定した社会、２）社会的弱者支援、３）グローバルイシューへの対応、４）ASEAN 諸国との格差

是正のための支援が重点分野として挙げられている。ASEAN 諸国との格差是正の実現において ICT

は国際的な情報・知識格差を解消し、大きな機会を提供し得るとして長期的な開発戦略の作成、人

材育成等への支援が含まれている。 

 また JICA の平成 18 年度国別事業実施計画では重点課題の一つとして経済・産業振興をあげてい

る。本案件は重点課題「経済・産業振興」の放送通信システム改善プログラムに含まれており、そ

の中でも情報通信分野の質的改善に資する情報技術者人材育成のためのプロジェクトとして位置

づけられている。 

 

 



４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

①協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

【プロジェクト目標】 

NiDA における ICT 管理能力が向上する 

 

【指標】 

1.ICT 管理に係る NiDA 職員の知識とスキルが強化される 

2.ICT 主管庁としての NiDA の評判が上がる 

3.省庁、ICT 産業、一般利用者の間で情報セキュリティに関する情報を共有する仕組みができる 

4.情報セキュリティ、ネットワーク、オープンソースソフトウェア等に係る能力を持った NiDA 職

員が増加する 

 

②協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【上位目標】 

カンボジアにおける ICT 開発環境が改善する 

【指標】 

1.省庁における ICT の利用が広がる 

2.e-Cambodia のサービス展開が拡大する 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

【成果 1】 

NiDA 職員の実践的人材開発が実現される 

 

【活動 1】 

1-1. カンボジア国内の ICT 開発に係る現状調査を行う 

1-2. 日本及びアセアン各国の ICT マスタープラン、戦略の調査を行う 

1-3. カンボジアの現行の ICT 政策の調査を行う 

1-4. e-Cambodia の包括的なサービス展開計画を策定する 

1-5. カンボジア政府省庁内における ICT の技術標準及び規範を取り纏める 

1-6. NiDA のアクションプランを改訂する 

1-7. 普及のためのワークショップ、セミナーを開催する 

 

【指標 1】 

1-1.情報セキュリティ、ネットワーク、オープンソースソフトウェアの各分野における NiDA 職員

の知識とスキルが向上する 

1-2.改定されたアクションプランに対する NiDA 職員の理解が深まる 



 

【成果 2】 

情報セキュリティに関する NiDA のイニシアチブが発揮される 

 

【活動 2】 

2-1. 現状の情報セキュリティに係る状況調査をおこなう 

2-2. ネットワーク障害を特定するために必要なスキルを調査する 

2-3. PKI（Public Key Infrastructure：公開鍵暗号基盤）等の認証枠組みを構築する 

2-4. CERT (Computer Emergency Response Team)をはじめとする情報セキュリティに係るタスクフ

ォースを強化する 

 

【指標 2】 

2-1. カンボジア国内での情報セキュリティに係る情報共有活動が行われる 

2-2. CERT の認知度が向上する 

 

【成果 3】 

ITEE (Information Technology Engineers Examination：情報処理技術者試験)が試行導入される

 

【活動 3】 

3-1. ITEE の試行導入に伴う基礎情報を調査する 

3-2. ITEE に関するワークショップ、セミナーを開催する 

3-3. ITEE 模擬テストを実施する 

 

【指標 3】 

3-1. 受験者数 

3-2. ITEE 実施のワークフローが策定される 

 

（３） 投入（インプット） 

①日本側（総額約 1.1 億円） 

1.日本人専門家の派遣 

1)長期専門家：ICT 振興計画（1名） 

2)短期専門家：情報セキュリティ、ネットワーク、オープンソースソフトウェア等（複数名）

2.資機材の供与 

プロジェクトを予算内で効果的かつ効率的に実施するために必要な機材を限定的に供与する 

3.カウンターパート本邦研修 

情報セキュリティ、ネットワーク、オープンソースソフトウェア等 

 

②カンボジア国側 



カウンターパート人件費、施設、プロジェクト運営費 

 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

①前提条件：NiDA が ICT 主管庁としての役割を担い続ける 

②外部条件（活動レベル）：プロジェクトの実施にあたってカウンターパートが全力で取り組む 

③外部条件（プロジェクト目標レベル）：プロジェクトで育成された人材が NiDA で働き続ける 

④外部条件（上位目標レベル）：NiDA が関係省庁及び関係機関からの協力を得られる 

 

５．評価 5項目による評価結果 

（１） 妥当性 

本案件は、以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

・ カンボジア国の政策文書である四辺形戦略の中で優先課題として挙げられている「インフラの

さらなる整備及び増設」のうち「情報技術（ICT）開発」に相当するものである。 

・ NiDA はカンボジアにおける ICT 普及と省庁横断的な ICT 管轄機関であり、NiDA の人材育成を

対象とすることは上記国家の優先課題に対しており適切である。 

・ カンボジアでは光ファイバー網の敷設に伴って情報通信ネットワーク網が整備されつつある。

また韓国政府を中心に電子政府の導入が行われており、その地方展開も始まっている。今後コ

ンピュータやインターネット利用が促進されていく中で情報セキュリティに関する国家的な

枠組みを構築することは重要である。 

 

（２） 有効性 

本件は以下の理由から有効性が見込まれる。 

・ 国家の ICT 管轄機関である NiDA の人材育成を行い、情報セキュリティに関する枠組み作りと

国家資格の試行導入をNiDAが主導して行うことはICT分野においてNiDAの存在をカンボジア

国内に広く知らしめることとなり、NiDA による国家レベルでの ICT 管理能力が向上することに

資することとなり 2年間という限られた協力期間に達成する目標レベルとしては適切である。

・ プロジェクトのコンポーネントとしてICTポリシーのレビューやアクションプランの見直しを

通じた NiDA の人材育成を行うこととなっており、NiDA の責務である、政府人材の育成、技術

基準および規範の作成が実現されることになり、かつそれらについての NiDA の役割の認識が

関連機関の間にも高まることが期待される。 

・ NiDA の役割の理解の浸透が進むことは NiDA がこれら分野で主導的役割を果たす期待が高まる

ことにつながり、そのことが、NiDA の活動を更に推し進める役割を果たすことにもなる。今回

の協力を通じて、NiDA がその責務を果たしていくための力と枠組みが構築されることとなり、

将来に渡るカンボジアにおける ICT 振興にも大きな影響を与えることになる。 

 

（３） 効率性 

本案件は、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

・ 専門家の投入形態としては、長期専門家の派遣期間をプロジェクトの全期間である 2年間とし



て全体のコーディネーションを行うこととし、特定の技術に特化した短期専門家を必要なタイ

ミングで複数組み合わせて派遣する形とした。これは、日本の ICT 人材の専門性が細かく細分

化されていることと、技術的な面での長期専門家の負担を軽減することを念頭において計画し

たためであり、人材面での投入の効率性を高めている。 

・ 機材の導入に関しては限定的としており、ソフト面の技術移転に特化している。 

 

（４） インパクト 

本案件のインパクトは以下のように予測される。 

・ プロジェクト目標「NiDA における ICT 管理能力が向上する」が達成されることにより ICT の管

轄機関の能力が向上し、国家政策の一環として ICT の推進が可能となり、光ファイバー網の敷

設など ICT インフラの拡充と相俟って上位目標である「カンボジアにおける ICT 開発環境が改

善する」に貢献する。 

・ 本プロジェクトでは政府省庁内におけるICT技術標準及び規範の取り纏めを行うことになって

おり、違法ソフトの使用が日常化しているカンボジアにおいて政府組織から違法ソフトを撤廃

していくことは WTO 加盟に合わせて整備された知的財産権に関する法律の遵守にもつながる。

・ ITSS の試行導入により一定の成果が見込まれた場合、その後の本格導入に伴ってカンボジア国

内に良質な技術者に対する認識が広まる。 

・ 負の影響として懸念されるのは、部分的に FOSS（Free and Open Source Software）の採用で

カバーされるとしても、違法ソフト撤廃により新規に購入するソフトウエアの費用負担が挙げ

られる。しかしながら、WTO 加盟を果たしたカンボジアにとって安全性の高い良質な ICT 環境

の実現は投資の拡大と今後の国の正常な発展に不可欠である。 

 

（５） 自立発展性 

①政策・制度面 

本案件実施中に開催する JCC（Joint Coordinating Committee）の委員長にはソクアン官房長官

（NiDA 副会長）が就任している。また、事前調査事項に関するミニッツ署名においても当初ソク

アン官房長官の立ち会いが予定されていたことから推察できるように、本案件実施への政府の強力

なコミットメントが示されている。なお、立ち会いは最終的にセイン･リム･ノウン閣僚評議会長官

が行った。 

また、現在閣僚評議会で審議中の ICT ポリシーは条文の主語のほとんどが政府になっており、プ

ロジェクトの前提条件である「NiDA が ICT 主管庁としての役割を担い続ける」が満たされている

限りにおいて、NiDA の議長がフン・セン首相であることから政策的な変更はないと考えられる。

②組織・財政面 

NiDA は急速に人員拡大されてきた組織であり、職員約 200 名のうち 80 名は学卒の新人である。

一方、本プロジェクトのカウンターパートに NiDA の各部門の要職にある人物がアサインされてお

り、カウンターパートを通じた NiDA の組織力の強化を行うことにより今後も継続的な職員のレベ

ルアップが想定される。 

財政面においては NiDA が省庁とは独立した閣僚評議会の下部組織として位置づけられているこ



と、また ICT 分野においては NiDA が各国からの支援の窓口となっているなど複数の財源にアクセ

スできる環境にあり、活動の継続に必要な予算の手当てが見込まれる。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本プロジェクトは、NiDA 職員のキャパシティデベロップメントを通じて、ASEAN において劣位と評

価されているカンボジアのデジタルデバイの解消につながり、一般家庭の生活水準向上、貧困削減

への波及効果も期待される。  

また、本案件は、ICT 分野のプロジェクトであるが、自然及び社会環境の大規模な改変を伴うもの

ではなく、環境に対する負の影響はほとんど生じないといえる。  

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

国家 IT 政策が「IT」と関係のありそうなものの羅列になっており、結局のところ何をしたいのか

がよくわからない。明確な政策にするためにもプライオリティー付けが重要である。また国家レベ

ルの IT 政策に加えて、より具体的な実行計画を作る必要がある。 

（バングラデシュ「IT企画調査報告書」2004 年 6月） 

８．今後の評価計画 

2010 年 1月頃 終了時評価（簡易） 
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Preparatory�Ex-anti� Evaluation Study on 
Technical Cooperation Project:

Capacity(Capability)  Development for ICT 
Development  at NiDA

(tentative title) 

September, 2007 
Japan International Cooperation Agency (JICA) Study Team 

I. Technical Cooperation Project 

What is the ‘Technical Cooperation’ of JICA? 

•In Technical Cooperation Project, …
-Outputs (results) , Inputs (resources) and its activities are theoretically incorporated. 
-You will achieve a certain results/ Outputs  within a certain period.

•Technical Cooperation Project is …
-Composed from the combination of experts, training and provision of equipment etc, organically 
linked.

Key Elements in management : 

-Collaboration (Joint Work)
-Transfer of appropriate technology
-Ownership of  Cambodia side
-Capacity Development

Source: JICA

What is the Capacity Development ? 
Three Layers of Capacity:-Individual, -Organizational, and -Institutional 

I

II

III

Individual Organization

Institution Development

Source: JICA

Three Layers of Capacities at the Process of Capacity Development

-Each capacity level is 
closely interconnected.

-Sometimes there would 
be imbalanced of CD 
among three, but

-The force of each layer 
pushes up to each other 
by the actors initiative 
and efforts.



II. Purpose and Method of 
Preparatory (Evaluation) Study

Purpose of Preapartory /Evaluation Study 

Joint Work for the Framework of Project 

-Long, middle and short term goal of the  project (issues to be addresssed and 
necessity of the project implementation) 
-Specific outcomes/outputs to be achieved (what sort of capacity development?)
-Speicific activities and the outcomes to be achieved in the project period
-Basic project design to be summarized in Project Design Matrix (PDM)(draft) 
-Tentaive schedule of activities based on the PDM (draft).

Evaluation of identified Project by Five Criteria

-Based on the ‘JICA’s Guideline for Practical Project Evaluation’ (2004) 
-The planned Project is analyzed and evaluated from the points of view of: 
Relevance especially,  (and if we have agreed a basic project design) and 
prospected Effectiveness, Efficiency, Impact and Sustainability. 

Important Role of Evaluation(appraisal) 

JICA’s ODA Management

The technique and knowledge obtained through the study will be utilized for 
the better management and strategy formulation of ongoing and potentioal 
programs/projects at JICA. 

JICA’s Accountability
Report to the people of Japan. 
Comformity with the ‘Policy Evaluatoin Law’ of Japan 

JICA’s Transparency
To promote the mutual understanding and learning among stakeholders 

about the planned Project.

III. Project Design Matrix (PDM) and 
Five Evaluation Criteria 



Project Design Matrix  (PDM) 

Narrative Summary Indicators Means for 
Verification

Important 
Assumption

Overall goal         

Project   Purpose 

Outputs
1)

2)

Activity
1-1.
1-2.
2-1. 
2-2.

Inputs
(Japan side)              (Thailand side)

Precondition          

Project Title:                                    
Project Period:                                Project Sites: (including pilot model sites for trial testing activity) 
Target group: (focused actors for Capacity Development) 

Vertical theory of process shown in PDM
Narrative Summary Indicators Means  for 

verification
Important Assumption

Overall goal

Project Purpose Outside condition to 
achieve the Overall goal 
(Risk factor) 

Outputs
(1)
(2)

Outside condition to 
achieve the Project 
purpose
(Risk factor) 

Activities
1-1.
1-2.
---.

2-1. 
2-2.

Inputs

(Thailand side)              (Japan side)

Outside condition to 
achieve the Outputs
(Risk factor) 

Pre-condition

�

�

�
��

	

Evaluation thru Preparatory   
Study/  Project Formulation

Implementation

Final Evaluation Study

PDM helps the project management 
during the Cycle of Project

Monitoring
Monitoring

Monitoring

Aug.-Sept.  2007 PDM draft

Revision  Revision

Monitoring

PDM

Necessary update and 
revision undertaken to 
respond the status 
changed

Midterm Review

IV. Project Design Workshop 



Components of PDM
Project Design Matrix  (PDM) 

Narrative Summary Indicators Means for 
Verification

Important 
Assumption

Overall goal        
Middle or Longer term goals after the 
Project

Project  Purpose 
Goal within the project period 

Outside condition 
to achieve the 
Overall goal 
(Risk factor) 

Outputs
1) Expected specific result 

2) Expected specific result

Outside condition 
to achieve the 
Project purpose
(Risk factor) 

Activity
1-1.
1-2.
2-1. 
2-2.

Inputs
(Resources) 

(Japan side)              (Thailand side)

Outside condition 
to achieve the 
Outputs
(Risk factor) 

Pre-condition
Prerequisites to 
start the Project

Project Title:                                    
Project Period:                                Project Sites: (including pilot model sites for trial testing activity) 
Target group: (focused actors for Capacity Development) 

Vertical theory of process shown in PDM
Narrative Summary Indicators Means  for 

verification
Important 
Assumption

Overall goal

Project Purpose Outside condition to 
achieve the Overall 
goal 
(Risk factor) 

Outputs
(1)
(2)

Outside condition to 
achieve the Project 
purpose
(Risk factor) 

Activities
1-1.
1-2.
---.

2-1. 
2-2.

Inputs

(Thailand side)              (Japan side)

Outside condition to 
achieve the Outputs
(Risk factor) 

Pre-condition
Prerequisites to start 
the Project

�

�

�
��

	

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important 
Assumption

Overall Goal
Harnessing potentials and capabilities of ICT as the 
supportive infrastructure, backing up the 
Rectangular Strategy of government to ensure 
maximum economic growth and social 
development

Project Purpose
To strengthening NiDA’s capability in order 
to effectively develop e-Cambodia and 
promote the ICT in 
Outputs
1. Comprehensive policy, plan and strategy 
for ICT development and practical execution 
program for NiDA activities are established.

2. Capacity to design and enhance the security is 
developed.
3. Network expansion for e-Cambodia is 
expected.
4. of the NiDA officials is properly 
strengthen in accordance with plan.

5. ITEE (Information-Technology Engineers 
Examination) is introduced on a trial basis.

ANNEX1. Project Design Matrix (PDM)
Project Title: ICT Development Management at the National ICT Development Authority Project Period: February 1,
Target Area: Cambodia

Date: October 5, 2007



Project Design Matrix  (PDM) 

Narrative Summary Indicators Means for 
Verification

Important 
Assumption

Overall goal        
Middle or Longer term goals after the 
Project

Indicators or 
parameter to measure 
the achievement

How to get the 
information of 
indictors

Project  Purpose 
Goal within the project period 

Indicators or 
parameter to measure 
the achievement

How to get the 
information of 
indictors

Outside condition 
to achieve the 
Overall goal 
(Risk factor) 

Outputs
1) Expected specific result 

2) Expected specific result

Indicators or 
parameter to measure 
the achievement

How to get the 
information of 
indictors

Outside condition 
to achieve the 
Project purpose
(Risk factor) 

Activity
1-1.
1-2.
2-1. 
2-2.

Inputs
(Resources) 

(Japan side)              (Thailand side)

Outside condition 
to achieve the 
Outputs
(Risk factor) 

Pre-condition
Prerequisites to 
start the Project

Project Title:                                    
Project Period:                                Project Sites: (including pilot model sites for trial testing activity) 
Target group: (focused actors for Capacity Development) 
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Example of  quantitative
Number of participant in training
Number of teachers trained
Students test scores
Index to measure the quality of teaching methods
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Five criteria of evaluation by examining the Project Design
(PDM)

Criteria
Summary
Of PDM

Relevance Effectiveness
(Prospective)

Efficiency
(Prospective)

Imapact
(Prospective)

Sustainability
(Prospective)

Overall 
Goal

Whether the middle 
& longer term of the 
project are 
consistent with 
National 
Development plan 
as well as the  
needs of the people 
of Thailand?

If it’s designed in 
conformity with ODA 
policy of Japan to 
Thailand? 

If Pospected 
Achievement of 
Overall Goal 
would be 
ensured by the 
Project?

What sort of 
positive impact 
the project would 
have in middle & 
longer term?

-Political and 
institutional 
aspect:: whether 
Tailand has 
intention and 
potential to further 
current IT policy. 

-Organizational & 
administrative 
aspect: whether 
NECTEC / NSTDA 
could maintian the 
technology to be 
transfered or 
developed thru the 
Project  after the 
completion of the 
Project 

-If the Project takes 
special concerns to 
socio-cultural 
factors. 

Project 
Purpose

Whether the 
Outputs and 
anticipated 
technologies are 
proper to achieve 
the Purpose?

Whether the 
Outputs would 
contribute to fulfill 
the project purpose?  

Outputs Whether the Inputs 
are properly 
planned to bear the 
Outputs?

Whether the Inputs 
and its schedule of 
the procurement  is 
appropriate?

Inputs
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Plan of Operation (PO)
Plan of Operation (PO) is the actual implementation stage of the
project. It is prepared for scheduling activities based on PDM.

Activities Timeline (Schedule)

1-1…..
1-2…..……
……
2-1…..
2-2…..……
……

2008 2010

Thanks for your time.

Sept. 28  2007

Takashi  Nakamura (JICA consultant)
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